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児童の権利に関するジュネーブ宣言(全文) 

 

1924 年 9 月 26 日 国際連盟総会 第 5 会期採択 

 

   「ジュネーブ宣言」として一般に知られる当「児童の権利宣言」により、すべて の国の

男女は、人類が児童に対して最善のものを与えるべき義務を負うことを認め、 人種、国籍

または信条に関する一切の事由に関わりなくすべての児童に、以下の諸 事項を保障すべき

ことを宜言し、かつ自己の義務として受諾する。 

1 児童は、身体的ならびに精神的の両面における正常な発達に必要な諸手段を与 えられな

ければならない。 

2 飢えた児童は食物を与えられなければならない。病気の児童は看病されなけれ ばならな

い。 

3 発達の遅れている児童は援助されなければならない。 

4 非行を犯した児童は更生させられなければならない。孤児および浮浪児は住居を与えら

れ、かつ、援助されなければならない。 

5 児童は、危難の際には、最初に救済を受ける者でなければならない。 

6 児童は、生計を立て得る地位におかれ、かつ、あらゆる形態の搾取から保護さ れなけれ

ばならない。 

7 児童は、その才能が人類同胞への奉仕のために捧げられるべきである、という 自覚のも

とで育成されなければならない。 

  資料 2 国際連合・児童の権利宣言 1959 年 11 月 20 日 国際連合第 14 総会採択 

   前文 国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権と人間の尊厳及び価値と 

に関する信念をあらためて確認し、かつ、一層大きな自由の中で社会的進歩と生活水 準

の向上とを促進することを決意したので、国際連合は、世界人権宣言において、すべて人

は、人種、皮膚の色、性、言語、宗 教、政治上その他の意見、国民的若しくは社会的出

身、財産、門地その他の地位又は これに類するいかなる事由による差別をも受けること

なく、同宣言に掲げるすべての 権利と自由とを享有する権利を有すると宣言したので、

児童は、身体的及び精神的に未熟であるため、その出生の前後において、適当な法 律上

の保護を含めて、特別にこれを守り、かつ、世話することが必要であるので、このような

特別の保護が必要であることは、一九二四年のジュネーヴ児童権利宣言 に述べられてお

り、また、世界人権宣言並びに児童の福祉に関係のある専門機関及び国際機関の規約によ

り認められているので、 人類は、児童に対し、最善のものを与える義務を負うものであ

るので、よつて、ここに、国際連合総会は、 児童が、幸福な生活を送り、かつ、自己と

社会の福利のためにこの宣言に掲げる権利 と自由を享有することができるようにする

ため、この児童権利宣言を公布し、また、 両親、個人としての男女、民間団体、地方行

政機関及び政府に対し、これらの権利を 認識し、次の原則に従つて漸進的に執られる立
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法その他の措置によつてこれらの権利 を守るように努力することを要請する。 

 

第 1 条  

児童は、この宣言に掲げるすべての権利を有する。すべての児童は、いかなる 例外もなく、

自己又はその家族のいずれについても、その人種、皮膚の色、性、言語、 宗教、政治上そ

の他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、門地その他の地位の ため差別を受けるこ

となく、これらの権利を考えられなければならない。 

第 2 条  

児童は、特別の保護を受け、また、健全、かつ、正常な方法及び自由と尊厳の 状態の下で

身体的、知能的、道徳的、精神的及び社会的に成長することができるため の機会及び便益

を、法律その他の手段によつて与えられなければならない。この目的 のために法律を制定

するに当つては、児童の最善の利益について、最高の考慮が払わ れなければならない。 

第 3 条  

児童は、その出生の時から姓名及び国籍をもつ権利を有する。 

第 4 条  

児童は、社会保証の恩恵を受ける権利を有する。児童は、健康に発育し、かつ、 

成長する権利を有する。この目的のため、児童とその母は、出産前後の適当な世話を 含む

特別の世話及び保護を与えられなければならない。児童は、適当な栄養、住居、 レクリエ

ーション及び医療を与えられる権利を有する。 

第５条  

身体的、精神的又は社会的に障害のある児童は、その特殊な事情により必要と される特別

の治療、教育及び保護を与えられなければならない。 

第 6 条 

 児童は、その人格の完全な、かつ、調和した発展のため、愛情と理解とを必要 とする。児

童は、できるかぎり、その両親の愛護と責任の下で、また、いかなる場合 においても、愛

情と道徳的及び物質的保障とのある環境の下で育てられなければなら ない。幼児は、例外

的な場合を除き、その母から引き離されてはならない。社会及び 公の機関は、家庭のない

児童及び適当な生活維持の方法のない児童に対して特別の養 護を与える義務を有する。子

供の多い家庭に属する児童については、その援助のため、 国その他の機関による費用の負

担が望ましい。 

第 7 条 児童は、教育を受ける権利を有する。その教育は、少なくとも初等の段階にお いて

は、無償かつ、義務的でなければならない。児童は、その一般的な教養を高め、機会均等の

原則に基づいて、その能力、判断力並びに道徳的及び社会的責任感を発達 させ、社会の有

用な一員となりうるような教育を与えられなければならない。 

児童の教育及び指導について責任を有する者は、児童の最善の利益をその指導の原 則とし

なければならない。その責任は、まず第一に児童の両親にある。 
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児童は、遊戯及びレクリエーションのための充分な機会を与えられる権利を有す る。その

遊戯及びレクリエーションは、教育と同じような目的に向けられなければな らない。社会

及び公の機関は、この権利の享有を促進するために努力しなければなら ない。 

第 8 条  

児童は、あらゆる状況にあつて、最初に保護及び救済を受けるべき者の中に含 められなけ

ればならない。 

第 9 条  

児童は、あらゆる放任、虐待及び搾取から保護されなければならない。児童 は、いかなる

形態においても売買の対象にされてはならない。 

児童は、適当な最低年令に達する前に雇用されてはならない。児童は、いかなる場 合にも、

その健康及び教育に有害であり、又はその身体的、精神的若しくは道徳的発 達を妨げる職

業若しくは雇用に、従事させられ又は従事することを許されてはならな い。 

第 10 条  

児童は、人種的、宗教的その他の形態による差別を助長するおそれのある慣 行から保護さ

れなければならない。児童は、理解、寛容、諸国民間の友愛、平和及び 四海同胞の精神の

下に、また、その力と才能が、人類のために捧げられるべきである という充分な意識のな

かで、育てられなければならない。 

 

  資料 3-1 国際連合・子どもの権利条約 

   前文 

この条約の締約国は、国際連合憲章において宣明された原則によれば、人類社会のすべての

構成員の固有の 尊厳及び平等のかつ奪い得ない権利を認めることが世界における自由、正

義及び平和の 基礎を成すものであることを考慮し、国際連合加盟国の国民が、国際連合憲

章において、基本的人権並びに人間の尊厳及び 価値に関する信念を改めて確認し、かつ、

一層大きな自由の中で社会的進歩及び生活水 準の向上を促進することを決意したことに

留意し、国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国際規約において、すべての人は人種、 

皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、

出生又は他の地位等によるいかなる差別もなしに同宣言及び同規約に掲げるすべて の権

利及び自由を享有することができることを宣明し及び合意したことを認め、国際連合が、世

界人権宣言において、児童は特別な保護及び援助についての権利を享 有することができる

ことを宣明したことを想起し、家族が、社会の基礎的な集団として、並びに家族のすべての

構成員特に児童の成長及 び福祉のための自然な環境として、社会においてその責任を十分

に引き受けることがで きるよう必要な保護及び援助を与えられるべきであることを確信

し、児童が、その人格の完全なかつ調和のとれた発達のため、家庭環境の下で幸福、愛情 及

び理解のある雰囲気の中で成長すべきであることを認め、児童が、社会において個人として

生活するため十分な準備が整えられるべきであり、 かつ、国際連合憲章において宣明され
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た理想の精神並びに特に平和、尊厳、寛容、自由、 平等及び連帯の精神に従って育てられ

るべきであることを考慮し、児童に対して特別な保護を与えることの必要性が、1924 年の

児童の権利に関するジ ュネーヴ宣言及び 1959 年 11 月 20 日に国際連合総会で採択さ

れた児童の権利に関する 宣言において述べられており、また、世界人権宣言、市民的及び

政治的権利に関する国 際規約(特に第 23 条及び第 24 条)、経済的、社会的及び文化的権

利に関する国際規約 (特に第 10 条)並びに児童の福祉に関係する専門機関及び国際機関の

規程及び関係文 書において認められていることに留意し、児童の権利に関する宣言におい

て示されているとおり「児童は、身体的及び精神的に 未熟であるため、その出生の前後に

おいて、適当な法的保護を含む特別な保護及び世話 を必要とする。」ことに留意し、国内の

又は国際的な里親委託及び養子縁組を特に考慮した児童の保護及び福祉につ いての社会

的及び法的な原則に関する宣言、少年司法の運用のための国際連合最低基準 規則(北京規

則)及び緊急事態及び武力紛争における女子及び児童の保護に関する宣言 の規定を想起し、 

極めて困難な条件の下で生活している児童が世界のすべての国に存在すること、ま た、こ

のような児童が特別の配慮を必要としていることを認め、児童の保護及び調和のとれた発

達のために各人民の伝統及び文化的価値が有する重 要性を十分に考慮し、あらゆる国特に

開発途上国における児童の生活条件を改善するために国際協力が重要であることを認めて、 

次のとおり協定した。 

 

資料 3―2 子どもの権利条約条文見出し一覧 

 第 I 部 子どもの権利 

1 子どもの定義 

2 差別の禁止 

3 子どもの最善の利益 

4 立法・行政その他の措置 5 親その他の者の指導 

6 生命への権利 

7 名前・国籍を得る権利 8 身元の保全 

9 親からの分離禁止 

10 家族再会 

11 国外不法移送・不返還の防止 12 意見表明権 

13 表現・情報の自由 

14 思想・良心・宗教の自由 

15 結社・集会の自由 

16 プライバシー・名誉の保護 

17 情報へのアクセス 

18 親の第一次養育責任 

19 虐待・放任からの保護 
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20 代替的養護 

21 養子縁組 

22 難民の子どもの保護・援助 

23 障害児の権利の国際協力 

24 健康・医療への権利 

25 措置された子どもの定期的審査 26 社会保障への権利 

27 生活水準への権利 

28 教育への権利 

29 教育の目的 

30 少数者・先住民の子どもの権利 

31 休息、余暇、遊び、文化的・芸術的生活 

への参加 

32 経済的搾取からの保護 

33 麻薬・向精神薬からの保護 

34 性的搾取・虐待からの保護 

35 誘拐・売買・取引の防止 

36 他のあらゆる形態の搾取からの保護 37 自由を奪われた子どもの適正な取扱い 38 武

力紛争における子どもの保護 

39 心身の回復と社会復帰 

40 少年司法 

41 既存の権利の確保 

                                 

第 II 部[条約加盟国政府の義務] 

42 条約広報義務 

43 子どもの権利委員会の設置 

44 締約国の報告義務 

45 委員会の作業方法 

第 III 部[条約への加盟手続きほか 第 46 条~第 54 条]―略 日本ユニセフ協会の資料を基に

作成した 
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こども基本法（令和 4年法律第 77号）  

目 次  

第 1章 総則（第 1条―第 8条）  

第 2章 基本的施策（第 9 条―第 16 条）  

第 3章 こども政策推進会議（第 17 条―第 20条）  

附則  

第 1章 総則 

（目 的）  

第１条 この法律は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社

会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひと

しく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その

権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指

して、社会全体としてこども施策に取り組むことができるよう、こども施策に関し、基本

理念を定め、国の責務等を明らかにし、及びこども施策の基本となる事項を定めるととも

に、こども政策推進会議を設置すること等により、こども施策を総合的に推進することを

目的とする。  

（定 義）  

第２条 

１ この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。  

２ この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関する施策及

びこれと一体的に講ずべき施策をいう。  

一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの心身の

発達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支援  

二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊娠、出産、

育児等の各段階に応じて行われる支援  

三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備  

（基本理念）  

第３条 こども施策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。  

一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されるととも 

に、差別的取扱い を受けることがないようにすること。  

二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され

保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福

祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法（平成 18年法律第 120 号）の

精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられること。  

三 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全て

の事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保され

ること。  
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四 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、そ

の最善の利益が優先して考慮されること。  

五 こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的

責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し十分な支援を行う

とともに、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様の養育環境を確保す

ることにより、こどもが心身ともに健やかに育成されるようにすること。  

六 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備すること。 

（国の責務）  

第４条 国は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、こども施策

を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、こども施策に関し、国及び他の地方公共団

体との連携を図りつつ、その区域内におけるこどもの状況に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を有する。  

（事業主の努力）  

第６条 事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者の職業生活及び家庭生活の充

実が図られるよう、必要な雇用環境の整備に努めるものとする。  

（国民の努力）  

第７条 国民は、基本理念にのっとり、こども施策について関心と理解を深めるとともに、

国又は地方公共団体が実施するこども施策に協力するよう努めるものとする。  

（年次報告 ）  

第８条  

１ 政府は、毎年、国会に、我が国におけるこどもをめぐる状況及び政府が講じたこども施

策の実施の状況に関する報告を提出するとともに、これを公表しなければならない。  

２ 前項の報告は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。  

一 少子化社会対策基本法（平成 15年法律第 133 号）第 9 条第 1項に規定する少子化の

状況及び少子化に対処するために講じた施策の概況  

二 子ども・若者育成支援推進法（平成 21年法律第 71号）第 6条第 1項に規定する我が

国における子ども・若者の状況及び政府が講じた子ども・若者育成支援施策の実施の状

況  

三 子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成 25 年法律第 64 号）第 7条第 1項に規定

する子どもの貧困の状況及び子どもの貧困対策の実施の状況  

第２章 基本的施策 

（こども施策に関する大綱 ）  

第９条  

１ 政府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する大綱（以下「こども

大綱」という。）を定めなければならない。  

２ こども大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。  
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一 こども施策に関する基本的な方針  

二 こども施策に関する重要事項  

三 前二号に掲げるもののほか、こども施策を推進するために必要な事項  

３ こども大綱は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。  

一 少子化社会対策基本法第 7 条第 1 項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処す

るための施策  

二 子ども・若者育成支援推進法第 8条第 2項各号に掲げる事項  

三 子どもの貧困対策の推進に関する法律第 8条第 2項各号に掲げる事項  

４ こども大綱に定めるこども施策については、原則として、当該こども施策の具体的な目

標及びその達成の期間を定めるものとする。  

５ 内閣総理大臣は、こども大綱の案につき閣議の決定を求めなければならない。  

６ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、こども大綱

を公表しなけれ ばならない。  

７ 前二項の規定は、こども大綱の変更について準用する。 

（都道府県こども計画等）  

第 10条  

１ 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策についての計画

（以下この条において「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。  

２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び

都道府県こども計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策についての計画（以下

この条において「市町村こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。  

３ 都道府県又は市町村は、都道府県こども計画又は市町村こども計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第 9 条第 1 項に規定する都道府

県子ども・若者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第 9 条第 1 項に規定する都

道府県計画その他法令の規定により都道府県が作成する計画であってこども施策に関す

る事項を定めるものと一体のものとして作成することができる。  

５ 市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第 9 条第 2 項に規定する市町村子

ども・若者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第 9 条第 2 項に規定する市町村

計画その他法令の規定により市町村が作成する計画であってこども施策に関する事項を

定めるものと一体のものとして作成することができる。  

（こども施策に対するこども等の意見の反映）  

第 11条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価するに当たって

は、当該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者その他の関係者の意見

を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。  

（こども施策に係る支援の総合的かつ一体的な提供のための体制の整備等）  

第 12 条 国は、こども施策に係る支援が、支援を必要とする事由、支援を行う関係機関、

支援の対象となる者の年齢又は居住する地域等にかかわらず、切れ目なく行われるよう
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にするため、当該支援を総合的かつ一体的に行う体制の整備その他の必要な措置を講ず

るものとする。   

（関係者相互の有機的な連携の確保等）  

第 13条  

１ 国は、こども施策が適正かつ円滑に行われるよう、医療、保健、福祉、教育、療育等に

関する業務を行う関係機関相互の有機的な連携の確保に努めなければならない。  

２ 都道府県及び市町村は、こども施策が適正かつ円滑に行われるよう、前項に規定する業

務を行う関係機関及び地域においてこどもに関する支援を行う民間団体相互の有機的な

連携の確保に努めなければならな い。  

３ 都道府県又は市町村は、前項の有機的な連携の確保に資するため、こども施策に係る事

務の実施に係る協議及び連絡調整を行うための協議会を組織することができる。  

４ 前項の協議会は、第二項の関係機関及び民間団体その他の都道府県又は市町村が必要

と認める者をもって構成する。  

第 14条 

１ 国は、前条第一項の有機的な連携の確保に資するため、個人情報の適正な取扱いを確保

しつつ、 同項の関係機関が行うこどもに関する支援に資する情報の共有を促進するため

の情報通信技術の活用その 他の必要な措置を講ずるものとする。  

２ 都道府県及び市町村は、前条第 2 項の有機的な連携の確保に資するため、個人情報の

適正な取扱いを確保しつつ、同項の関係機関及び民間団体が行うこどもに関する支援に

資する情報の共有を促進するための情報通信技術の活用その他の必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。  

（この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容についての周知）  

第 15条 国は、この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容について、広報活動

等を通じて国民に周知を図り、その理解を得るよう努めるものとする。  

（こども施策の充実及び財政上の措置等）  

第 16条 政府は、こども大綱の定めるところにより、こども施策の幅広い展開その他のこ

ども施策の一層の充実を図るとともに、 その実施に必要な財政上の措置その他の措置を

講ずるよう努めなければならない。  

第３章 こども政策推進会議 

（設置及び所掌事務等）  

第 17条 

１ こども家庭庁に、特別の機関として、こども政策推進会議（以下「会議」という。）を

置く。  

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 こども大綱の案を作成すること。  

二 前号に掲げるもののほか、こども施策に関する重要事項について審議し、及びこども 

施策の実施を推進すること。  

三 こども施策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。  
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四 前三号に掲げるもののほか、他の法令の規定により会議に属させられた事務  

３ 会議は、前項の規定によりこども大綱の案を作成するに当たり、こども及びこどもを養

育する者、学識経験者、地域においてこどもに関する支援を行う民間団体その他の関係者

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。  

（組織等）  

第 18条  

１ 会議は、会長及び委員をもって組織する。  

２ 会長は、内閣総理大臣をもって充てる。  

３ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣府設置法第１項に規定する特命担当大臣であって、同項の規定により命を受けて

同法第⒒条の 3 に規定する事務を掌理する者  

二 会長及び前号に掲げる者以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者  

（資料提出の要求等）  

第 19条  

１ 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長

に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。  

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第 20条 前 3条に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定

める。  

 

附則  

（施行期日）  

第1条 この法律は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

［以下略］ 
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